
２０２６年３月期 

（第11期） 

電 子 公 告 

( 
2025年４月１日から 

) 2026年３月31日まで 

エ イ ブ リ ッ ク 株 式 会 社



 貸 借 対 照 表

エイブリック株式会社 （単位：百万円）

科　目 金　　額 科　目 金　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

流動資産 【 54,217 】 流動負債 【 10,446 】

現 金 及 び 預 金 5,125 2,822

売 掛 金 4,401 1,492

電 子 記 録 債 権 35 2,431

製 品 2,951 532

仕 掛 品 7,576 1,902

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 701 1,103

前 渡 金 455 33

前 払 費 用 103 132

未 収 入 金 524

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 32,336

そ の 他 9

固定資産 【 17,137 】

（ 7,475 ）

建 物 447

構 築 物 6

機 械 及 び 装 置 6,060

車 両 運 搬 具 0

工 具 器 具 及 び 備 品 962

建 設 仮 勘 定 0 10,446

（無形固定資産） （ 6,709 ） （　純　資　産　の　部　）

の れ ん 5,563 株主資本 【 60,907 】

ソ フ ト ウ ェ ア 494 資　本　金 9,250

技 術 関 連 資 産 651 資本剰余金 （ 9,250 ）

（投資その他の資産） （ 2,953 ） 資 本 準 備 金 9,250

関 係 会 社 株 式 958 利益剰余金 （ 42,407 ）

長 期 前 払 費 用 100 そ の 他 利 益 剰 余 金 42,407

繰 延 税 金 資 産 1,863 繰 越 利 益 剰 余 金 42,407

そ の 他 31 60,907

71,354 71,354

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

資　産　合　計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

純　資　産　合　計

(2026年 3月31日現在)

（有形固定資産）

負　債　合　計

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他

買 掛 金

電 子 記 録 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金



エイブリック株式会社 （単位：百万円）

科 目 金 額

37,585

22,703

14,882

4,808

10,074

321

534

221

30 1,106

6 6

11,174

11,174

3,261

64 3,325

7,848

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

営 業 外 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

 損 益 計 算 書
2025年 4月 1日から

2026年 3月31日まで

雑 損 失

経 常 利 益

受 取 利 息

為 替 差 益

雑 収 入

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
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個別注記表 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

・関係会社株式 

 移動平均法による原価法により評価しております。 

② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法 

時価法により評価しております。 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により評価しております。 

                        

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数は次のとおりです。 

 建物             ２～50年 

 構築物            ２～15年 

 機械及び装置         ２～10年 

  車両運搬具          ２～５年 

 工具、器具及び備品      ２～18年 

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については３年間で均等償却をして

おります。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、耐用年数は次のとおりです。 

 のれん            ８～14 年（効果の及ぶ期間） 

 ソフトウェア（自社利用分）  ５年（社内における利用可能期間） 

 技術関連資産         ８年 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、従業員に対して支給する賞与のうち、当事業年度に負担すべ

き支給見込額を計上しております。 

② 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。 

 

（4）収益及び費用の計上基準 

  製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品を引

き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、通常、製品を引き渡す一時点において、顧客

が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額 12,345百万円  

(2)関係会社に対する金銭債権または金銭債務 

①短期金銭債権 34,909百万円 

②短期金銭債務  954百万円  
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３．税効果会計に関する注記 

 (1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産  

 資産調整勘定 708百万円 

 連結納税加入に伴う時価評価益 401百万円 

 賞与引当金 346百万円 

 棚卸資産評価損 315百万円 

 未払事業税 121百万円 

 未払費用 115百万円 

 減価償却超過額 61百万円 

 その他 1百万円 

 繰延税金資産合計 2,068百万円 

 繰延税金負債  

 技術関連資産 204百万円 

 固定資産時価評価 1百万円 

 繰延税金資産の純額 1,863百万円 

 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因 

 法定実効税率 30.46％ 

 （調整）  

 のれん償却費の損金不算入額 3.66％ 

 役員賞与損金不算入額 0.21％ 

 試験研究費等税額控除 -3.30％ 

 受取配当金等永久に益金算入されない項目 -1.38％ 

 その他  0.11％  

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.76％ 

 
 

４．関連当事者との取引に関する注記 

(1)親会社 

(単位：百万円) 

属性 会社の名称 
議決権の所有 

（被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
ミネベアミツミ 

株式会社 

被所有 

直接 100％ 
役員の兼任等 

資 金 の 貸 付

(注1) 

 

通算税効果額

の支払等 

9,016 

 

 

872 

 

関係会社 

短期貸付金 

 

未払金 

 

32,336 

 

 

872 

 

 

(2)子会社 

(単位：百万円) 

属性 会社の名称 
議決権の所有 

（被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
ABLIC Hong Kong 

Limited 

所有 

直接 100％ 

当社製品の販売 

役員の兼任 

製 品 の 販 売

(注2) 
13,227 売掛金 1,143 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注1) 資金の貸付は、市場金利を勘案して決定しております。 

なお、取引金額は当期の増加額を記載しております。 

(注2) 価格(売上)その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上決定しております。 

 

５． １株当たり情報に関する注記 

(1)１株当たり純資産額       32,922円89銭 

 (2)１株当たり当期純利益       4,242円29銭  

 

６． 重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 
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